


信頼性確認制度導入 対  
 総合資源     調査会原子力安全 保安部会原子力防災小委員会     見解

 原子力施設    内部脅威  対応      平成  年 月   

信頼性確認実施上 課題

   基本的人権 尊重

         保護

   制度 実効性

  確信犯的 脅威者 排除   関係機関 連携 不可欠

  個人 同意 前提   制度            情報 知       抵抗感  制度 

  機能   恐    他

   制度 実現性

   原子力施設    階層的 多層 雇用構造 下  事業者   一元的 雇用管理 実現

   困難  指摘他

   国民的合意 形成

         含 基本的人権 一定 制約 課         国民 理解 合意 得  

   必要他
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 信頼性確認制度  創設 反対  核情報 関  情報公開 
推進 求  意見書

    年 平成  年   月  日
日本弁護士連合会

 概略以下 理由    信頼性確認制度  導入 反対      意見書  公表

   

  核物質又 原子力施設 防護 関  機微情報 管理  誰   許    

        信頼性確認制度  実効性 何 明              

 対象者        侵害  差別     危険性 極  高  

     情報公開及 情報       保障 民主主義 大前提  関    

現在 我 国    原子力発電所 含 核施設等 関  情報公開 極  不

十分    今 我 国 行     核 関  情報 適切 情報公開 推進 

   



米国       “                                ” 
”Nuclear Materials SECURITYI INDEX“

世界 核爆弾利用可能 核物質 保有量 全体   減      
      一部 国     保有量 増       

  前回    年              時 比  仏 露 米 含    国  核爆

 弾利用可能 核物質 削減    更 前回   国      以上 核爆弾利用可能 

 核物質 持 国    国     国 減   

       中 以下   国      年 間  核爆弾利用可能 核物質 保有量 

 増   英国 日本  民生用             保有量 増     両国 発

 電用原子炉       使 続     日本 英国  原子炉 使用  量 超   

        生産  或 受 取     

             民生用 核爆弾利用          増      

  今回     年                 日本 最 顕著       独立 

  原子力規制機関 作           Insider Threat Prevention   Personal Vetting  
 日本          共   点     国中  位
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 半世紀前        資源 乏  日本 現状 鑑  高速増殖炉     自前 持    目指 

  原子力開発 進    日本 核燃料    政策  福島事故後 先行 不透明     

 過去半世紀     培    技術 守     以下 課題解決 求            

 

   地域的問題 

     第 再処理工場 見通 不透明         使用済MOX 行方 不透明   今後MOX利用 

    地元了解取   困難           懸念 生    

     全国 原子力発電所 使用済燃料貯蔵    残存容量  全国平均     切     一部 

    発電所   年 割 状況       

        六 所 使用済燃料受入 容量     切     

     使用済燃料 六 所 送 込    停止 追 込   発電所 出 可能性    

     青森県  原子力政策見直        政策 放棄    六 所 使用済燃料  発生元 返

    還        

  

     使用済燃料乾式貯蔵施設  地元了解取    喫緊 課題 
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    国際問題

  日本     厳  核不拡散 対  国際視点 立   利用目的          持     

基本          生産 消費 見通  透明性    国際社会 発信     

  MOX利用 見通      六 所 稼働         利用目的 明確           蓄

積 増        核拡散 国際規範 反      国際的特 米国 強 不信 招       

       利用 目途 立    六 所 動    厳  国際批判 浴  一方六 所 動    

  使用済燃料 行 場     停止 追 込   原子炉 出       

    六 所 操業不安定  同施設  投資資本 回収  困難         

 利用目的          保有 減   共      攻撃 視野 入   国際的 認    強

固        体制 仕組     作   益  問    

 更      年 迫  日米原子力協定 期限 視野 入  戦略 対応 待     求       
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　(補足－１)　　　　　　　　　　　電力システム改革の経緯 
 
１．平成23年10月：電力システム改革に関する論点の整理を目的として、経済産
　　　　　　　　　　業省に「電力システム改革に関するタスクフォース」設置
２．平成23年12月：「電力システム改革に関するタスクフォース」が論点整理
　　　　　　　　　　　　公表
３．平成23年12月 ：総合資源エネルギー調査会基本問題委員会「新しいエネ
　　　　　　　　　　　　　ルギー基本計画」策定に向けた論点整理」公表
４．平成24年１月    :「電力システム改革専門委員会」の設置
平成  年２月    　  「電力システム改革専門委員会」報告書公表

   平成  年４月  ：電力システムに関する改革方針」閣議決定

７．平成  年 月　：電気事業連合会「広域運用の拡大で何が変わるのか」公表

８．平成  年 月　：総合資源エネルギー調査会基本政策分科会電力システム改革

                               小委員会の下に「制度設計ワーキンググループ」を設置。
９．平成25年10月 ：「電気事業法の一部を改正する法律案」が閣議決定
10．平成25年11月 :　改正電気事業法成立　    年 全国規模 電力需給 調整  
                                   広域系統運用機関  設立
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 (補足 2)       電力     関  改革方針  平成  年 月 日  閣議決定

  第 段階 広域系統運用機関 設立 
平成25年 2013年 通常国会   昨今 電力 需給  迫状況 改善等 資     広域系統運用機関
 制度 創設 中心   法律案 先行的 提出   広域系統運用機関  平成27年 2015年  目途 
設立    
   段階的  確実 改革 進     本法律案 附則  以下   電気 小売業  参入 全面自
由化 係 制度 以下   送配電部門 中立性 一層 確保 係 制度及 電気 小売料金 全面自由
化 係 制度 構築     必要 法律案 提出  時期   実施時期      規定   措置 
   
  第 段階 電気 小売業  参入 全面自由化 
平成26年 2014年 通常国会  電気 小売業  参入 全面自由化 係 制度 構築     必要 法
律案 提出  平成28年 2016年  目途     実施    
  第 段階 法的分離   送配電部門 中立性 一層 確保  
電気 小売料金 全面自由化 
平成30年  平成32年   2018年  2020年    目途 法的分離 方式   送配電部門 中立性 
一層 確保 係 制度及 電気 小売料金 全面自由化 係 制度 実施            必要 
法律案 平成27年 2015年 通常国会 提出     目指        
   電気 小売料金 全面自由化 係 制度 平成30年  平成32年   2018年  2020年    間
 実施       場合  小売電気事業者 間 適正 競争関係 確保        等    電気
 使用者 利益 阻害         認        当該制度 実施時期 見直  



 補足 3)   福島事故      原子力発電 取 巻 環境変化
            産  新  取 組       課題   

1 安全 核        脆弱性 克服
    安全文化再構築 経営     現場  人材育成 見直 

    実効  組織横断的危機管理能力 育成 維持

    多層下請 構造 抜本的見直  直営現場力 強化

    電気事業者 自主的 安全向上 目指 “”飴 “鞭”         仕組 
    構築

    (参照   例)   米国                              
                                                       

  国民               見直 

    低線量被   健康影響 理解促進    科学的情報 収集 発信 対話 

   積極的取組

    放射能放出 前提   地域防災 避難計画策定  積極的参画

    “国民目線” 不断 収集 対応



 補足 3)   福島事故      原子力発電 取 巻 環境変化
            産  新  取 組       課題   

   電力    改革  対応

    原子力発電 大規模初期投資          大        新規投資 可能

      新  仕組 

          事業 官民役割分担 見直 

    福島事故 教訓 踏   原子力損害賠償制度 見直 

   受動的安全性向上 現場作業 組 立 極力低減      化            

           新  概念 炉型開発  事業者     協力 協調



 補足 4     本音 議論         沈黙  様子見 

  新  基本計画  敢   原発 含  将来 電源構成 盛 込  
     経産省 表向  今 責任 持  見通  作         実
 際      脱原発 求  声   中  更 世論 反発 招    
   (同省幹部) 明   原発  抵抗感 薄      議論 始   
   本音  (4月12日朝日新聞朝刊)
     規制 満   再稼働      将来    他 全       
            問題      議論        火     
 再稼働 進              良  
  日本 IAEA 厳格 査察下    核兵器転用    得     粛 
 
 六 所 操業 進      
    対策強化 議論 同様    機微 問題           議論
  避     



最後 

       選択 詰         私達       社会 望     

 生活       国民一人一人 問題      考          国

民一人一人    問題  出発         選択 問題 議論    

場 設定   場  十分 情報 提供 求           

 福島事故 踏   日本 今後       在 方 巡 議論   一般国

民 積極的参加     次代 担 若者 参加 欠            

考   

 更  日本 将来 言葉 換   私  一人一人 生活 生 方 極  大

  影響 与  問題     十分 情報   精査 基  慎重 検討  

評価   決                

 感情的 情緒的判断          

 



 福島事故後 原子力発電    担    者   対  信用 大  

失   中      論調   各署 議論 相変     推進  反対 

 二項対立 脱        多      

 今  激変  国際情勢 日本 人口減少傾向 国際的立 位置 相対

的低下   環境下  日本 明日        議論        

時 二項対立  脱              専門家   科学的 正

確 情報 基    広 一般国民 参加  議論 場 求       

    

        未 判断    十分 情報 提供       言 難 

状況          

 



 如何 安全 強化      出来          出来     原子

力 選択肢  外      生      評価 求       

 今後 政 官 学 産 各界  積極的   議論 場 設定 努   共

        選択肢 違       日本 産業 生活 与  影響

     客観的  公正 評価  積極的 国民的議論 場 提示  

   求            

  更            情報 議論 経過   公正 伝  役割   

   以上 担            意味  情報 広 国民一人一人 

伝          役割  益 重    



　原子力発電の開発初期から関って来たＯＢは、自らもこの事故に責任

があるとの認識に立って、改めて時の経過と共に原子力発電の安全性の基

盤を揺るがし、今回事故に至った要因は何であったのかを、各自のこれま

での原子力への取り組みを振り返って、洗い出せないか、との観点で今後

とも議論を深めてゆくことが求められるのではないか。

　当然のことながら、このような議論は実際に現場を預かる現役の場で

は、繰り返し議論されていることと思うが、原子力発電の初期から長年原

子力に係ってきたOBとして、激変する原子力の渦中で奮闘する現役とは少

し違う景色も見えるのではないか。その立ち位置からの提言・助言などが

少しでも今後の日本のエネルギー問題の議論に役立てばと願うものである。
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 清聴           


